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 電気事業法第 33条の２第１項前段の規定による災害時連携計画を変更したので、電気事業法第 33

条の２第１項後段の規定により届け出ます。 

 

変更事項 本文 第8条（関係機関との連携） 

変更前 （５）電気事業者との連携 

非常災害対応は、被災供給区域の電気事業者と協調して実施すること

が必要なため、一般送配電事業者は、停電復旧が長期化するエリアの地

方自治体から強い要請があり、必要と判断できる場合は、必要に応じて

グループ内外の電気事業者（新電力等を含む）と連携して、停電復旧の

長期化に関して当該地方自治体が行う物資支給活動（ポータブル発電

機、電動車等の貸し出しなど）に協力する。 

変更後 （５）電気事業者との連携 

  ① 電気事業者との連携 

非常災害対応は、被災供給区域の電気事業者と協調して実施すること

が必要なため、一般送配電事業者は、停電復旧が長期化するエリアの地

方自治体から強い要請があり、必要と判断できる場合は、必要に応じて

グループ内外の電気事業者（新電力等を含む）と連携して、停電復旧の

長期化に関して当該地方自治体が行う物資支給活動（ポータブル発電

機、電動車等の貸し出しなど）に協力する。 

② 配電事業者との連携 

イ 連絡手段等の整備 

一般送配電事業者は平時から供給区域内の配電事業者と災害対応

窓口の連絡先を共有する。 

ロ 平時の情報連携 

一般送配電事業者は、配電事業者と配電事業者エリアの社会的重

要施設に関する情報連携を行う。また、一般送配電事業者は、供給

区域内で配電事業者が事業を開始する際や、新たな仕様の設備、仮

復旧工具を導入する際には、配電事業者にて検討した仮復旧方法を

事前に確認し、復旧に支障が発生する場合は協議を行う。 

ハ 非常災害時の情報連携 

一般送配電事業者は供給区域内の配電事業者と関係する被害状況

および復旧状況について適宜連携を行う。 

二 非常災害時の復旧応援要請等 

非常災害時において、一般送配電事業者は、供給区域を共にする

配電事業者からの要請に基づき復旧応援を行う。また、必要に応じ

供給区域を共にする配電事業者へ応援要請を行う。復旧応援につい

ては原則、配電事業者または供給区域内の一般送配電事業者にて仮

復旧を行う。また、配電事業者の応援要請に対し供給区域内の一般

送配電事業者のみで対応できない場合、供給区域外の一般送配電事

業者に対し、供給区域内の一般送配電事業者が応援要請する。 

変更の理由 配電事業者制度の開始に伴い、配電事業者との連携を追記 



 

 

変更事項 本文 第10条（被災事業者の対応） 

変更前 （３）応援要請 

被災事業者は、発災前において甚大な被害が予測されかつ復旧要員の

不足が見込まれる等の場合、または発災後において復旧要員が不足する

等の場合には、被害の規模に応じ地域幹事事業者を通じて応援を要請す

ることができる。 

変更後 （３）応援要請 

被災事業者は、発災前において甚大な被害が予測されかつ復旧要員の

不足が見込まれる等の場合、または発災後において復旧要員が不足する

等の場合には、被害の規模に応じ地域幹事事業者を通じて応援を要請す

ることができる。応援要請する要員数については、供給区域内の配電事

業者への応援も考慮して要請する。 

変更の理由 配電事業者制度の開始に伴い、配電事業者への応援の考慮を追記 

 

 

変更事項 【別添６】２．連携にあたっての留意事項 

変更前 （５）電気事業者との連携 

電気事業者間の連携を含めた更なるコールセンターの強化を行うとと

もに、チャットシステムや自動音声応答システム等、コールセンター

ひっ迫時の改善を図る。 

変更後 （５）電気事業者との連携 

①電気事業者との連携 

電気事業者間の連携を含めた更なるコールセンターの強化を行うとと

もに、チャットシステムや自動音声応答システム等、コールセンター

ひっ迫時の改善を図る。 

②配電事業者との連携 

非常災害時に円滑に連携が取れるように、連絡事項や連絡頻度、地域

独立系統への対応等、連携が必要な事項について事前に協議を行う。 

変更の理由 配電事業者制度の開始に伴い、配電事業者との連携を追記 



 

 

 

変更事項 【別添７】４．関係機関との連携に係る訓練 

変更前 関係機関との訓練の実施にあたっては、連絡体制の構築等の連携に重点を

おきつつ、都度重点実施項目を定める等により実施する。 

訓練項目 訓練内容 

 地方自治体との連携訓練  連絡体制、被害情報の共有方法、役割分

担の確認 

 自衛隊との連携訓練  連絡体制、被害情報の共有方法、役割分

担の確認 

 要員や資機材の輸送方法の確認 

 通信事業者との連携訓練  連絡体制、被害情報の共有方法の確認 

 復旧工事に係る施工者（配

電工事会社、電気工事組合

等）との連携訓練 

 連絡体制、役割分担の確認 

 電力広域的運営推進機関と

の連携訓練 

 需給状況の改善手順の確認 

 

変更後 関係機関との訓練の実施にあたっては、連絡体制の構築等の連携に重点を

おきつつ、都度重点実施項目を定める等により実施する。 

訓練項目 訓練内容 

 地方自治体との連携訓練  連絡体制、被害情報の共有方法、役割分

担の確認 

 自衛隊との連携訓練  連絡体制、被害情報の共有方法、役割分

担の確認 

 要員や資機材の輸送方法の確認 

 通信事業者との連携訓練  連絡体制、被害情報の共有方法の確認 

 復旧工事に係る施工者（配

電工事会社、電気工事組合

等）との連携訓練 

 連絡体制、役割分担の確認 

 配電事業者との連携訓練  連絡体制、被害情報の連携内容・共有方

法、役割分担の確認 

 仮復旧・応急送電、系統操作 

 応援要請、応援受入手配 

 地域独立系統への切替え・切戻し 

 電力広域的運営推進機関と

の連携訓練 

 需給状況の改善手順の確認 

 

変更の理由 配電事業者制度の開始に伴い、配電事業者との連携訓練を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

変更事項 【別添８】Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

２．需給ひっ迫または需給ひっ迫のおそれがある場合の電力融通の実施手順 

変更前 需給ひっ迫時の需給状況改善のための電力融通実施に関する各一般送配電

事業者および広域機関間の連携等について基本的な考え方を定める。 

 
①事前情報連絡 

一般送配電事業者が供給区域の運転予備力の確保に努めても、予備率が

3％を下回るまたは下回るおそれがある場合、一般送配電事業者および広域

機関は、供給区域の需給状況を監視し、状況変化等、相互に情報共有す

る。 

一般送配電事業者は、供給区域の需給ひっ迫または需給ひっ迫のおそれ

を解消するために必要がある場合、広域機関に対し、融通指示を要請す

る。広域機関は、需給状況を改善する必要があると認める場合、当該供給

区域の一般送配電事業者の需給状況を確認し、融通指示を判断する。広域

機関は、融通指示後の需給ひっ迫一般送配電事業者の予備率が 3～5%程度

確保できるよう指示内容を決定する。 

 



 

変更後 需給ひっ迫時の需給状況改善のための電力融通実施に関する各一般送配電

事業者および広域機関間の連携等について基本的な考え方を定める。 

 

①事前情報連絡 

一般送配電事業者が供給区域の運転予備力の確保に努めても、エリア予

備率(需給調整市場調達 (域内・域外)分含む)が 3％を下回るまたは下回る

おそれがある場合、一般送配電事業者および広域機関は、広域ブロックお

よび供給区域の需給状況を監視し、状況変化等、相互に情報共有する。 

一般送配電事業者は、供給区域の需給ひっ迫または需給ひっ迫のおそれ

を解消するために必要がある場合、広域機関に対し、融通指示を要請す

る。広域機関は、需給状況を改善する必要があると認める場合、当該供給

区域の一般送配電事業者の需給状況を確認し、融通指示を判断する。広域

機関は、融通指示後の需給ひっ迫一般送配電事業者のエリア予備率(需給調

整市場調達 (域内・域外)分含む)が 3%以上を確保できるよう指示内容を決

定する。 

変更の理由 広域予備率運用開始および計画提出の自動化に伴う修正 

 



 

変更事項 【別添８】Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

２．需給ひっ迫または需給ひっ迫のおそれがある場合の電力融通の実施手順 

変更前 ⑦計画提出 

融通指示にかかわる一般送配電事業者（中継振替事業者を除く）は、融

通指示完了後、速やかに融通指示を反映した供給区域の需要および供給力

ならびに調整力に関する計画を広域機関に提出する。 

変更後  

変更の理由 計画提出の自動化に伴い記載削除 

 

変更事項 【別添８】Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

３．追加供給力対策の発動手順 

変更前  

変更後 需給ひっ迫時の需給状況改善のための追加供給力対策発動に関する各一般送

配電事業者および広域機関間の連携等について基本的な考え方を定める。(注3)  

 
(注3)  沖縄エリアは連系線が無いため 、エリア予備力に基づき追加供給力対策を実施する。 

 



 

（１） 電源I’の部分発動 

①電源I’の発動グループ作成 

一般送配電事業者は、あらかじめ調達した電源 I’について、kWh 価格

の差が小さくなるような2 グループを構成する。 

②電源I’（1 グループ目）の発動判断（実需給の3 時間30 分前まで） 

広域予備率が 8%を下回る場合、当該広域ブロック内の全エリアの一般送

配電事業者は電源 I’（1 グループ目）の発動を実需給の 3 時間 30 分前

までに判断する。なお、発動対象となるグループは輪番制とする。 

③電源I’（1 グループ目）の発動 

電源 I’（1 グループ目）の発動を決定した場合、各一般送配電事業者

は発動量を次の調整電力計画送信の際に反映する。各一般送配電事業者

は、電源 I’（広域調達分を除く）の発動時間帯と発動量を広域機関に電

話にて報告する。 

④広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、広域機関システムにて演算された広域予備率を受

信する(自動処理)。 

②’電源I’（2 グループ目）の発動判断（実需給の3 時間前まで） 

広域予備率が 8%を下回る場合、当該広域ブロック内の全エリアの一般送

配電事業者は電源 I’（2 グループ目）の発動を実需給の 3 時間前までに

判断する。 

③’電源I’（2 グループ目）の発動 

電源 I’（2 グループ目）の発動を決定した場合、各一般送配電事業者

は発動量を次の調整電力計画送信の際に反映する。各一般送配電事業者

は、電源 I’（広域調達分を除く）の発動時間帯と発動量を広域機関に電

話にて報告する。 

④’広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、広域機関システムにて演算された広域予備率を受

信する(自動処理)。 

 

（注意事項）電源 I’の広域的調達分については、各一般送配電事業者によ

る電源 I’発動後、属地エリアの調整力として、広域需給調整により空容量

の範囲内で送電。 

 

（２）電源ⅡＯＰ運転 

一般送配電事業者は、電源 I’部分発動と同様、広域予備率 8%を下回る

おそれがある場合には、8%を上回るように電源ⅡＯＰ運転を実施する。 

変更の理由 広域予備率運用に伴い、広域機関との連携等を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

変更事項 【別添８】Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

     Ⅱ．ブラックアウトからの系統復旧方策 

変更前 (注3) 同期連系している各一般送配電事業者の供給区域全てを総称して「同期

エリア」と呼称する。  

(注4) 送電線ルート断等による周波数低下時は、広域的な負荷遮断に至らない

場合がある。  

(注5) 連系線分離後に電源制限や負荷遮断を行う場合がある。 

(注6) 同期エリアの全てがブラックアウトに至る場合を、「同期エリアブラッ

クアウト」と呼称する。  

(注7) 同期エリアの一部のみブラックアウトに至る場合を、「一部エリアブラ

ックアウト」と呼称する。 

変更後 (注3) 沖縄エリアは連系線が無いため 、エリア予備力に基づき追加供給力対

策を実施する。 

(注4) 同期連系している各一般送配電事業者の供給区域全てを総称して「同期

エリア」と呼称する。  

(注5) 送電線ルート断等による周波数低下時は、広域的な負荷遮断に至らない

場合がある。  

(注6) 連系線分離後に電源制限や負荷遮断を行う場合がある。 

(注7) 同期エリアの全てがブラックアウトに至る場合を、「同期エリアブラッ

クアウト」と呼称する。  

(注8) 同期エリアの一部のみブラックアウトに至る場合を、「一部エリアブラ

ックアウト」と呼称する。 

変更の理由 注釈番号の変更 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 必要に応じて、詳細資料を添付すること。 

 


